
第8期（令和3年度～令和5年度）介護保険料

年 額 月額

・生活保護を受給している方

・世帯全員が市民税非課税で、老齢福祉年金を受給している方

第5段階
（基準額）

※　合計所得金額・・・・・

※　公的年金等収入額・・・

※　老齢福祉年金・・・

●介護保険料決定通知書は、毎年７月中旬に送付します。

　基準額 　介護サービス給付にかかる費用×65歳以上の人の負担割合（23％）
　（年額）

     ※基準額・・・　各段階の保険料額を決める基準となる額。

　お問合せ
東大阪市役所 福祉部 高齢介護室 
介護保険料課　　電話: 06(4309)3188

（東大阪市）

所得段階 対 象 と な る 方
保 険 料

割 合

第1段階 基準額× 0.30 25,305 2,109
・世帯全員が市民税非課税で、本人の「合計所得金額」と「公的年金等収入額」の
　合計額が年間８０万円以下の方

同じ世帯に
いる方全員が
市民税非課税

本人の「合計所得金額」と「公的年金等収入額」の合計額が
年間80万円を超え120万円以下の方

基準額× 0.45

第4段階
同じ世帯に
市民税課税者
がいる方

本人の「合計所得金額」と「公的年金等収入額」の合計額が
年間80万円以下の方

基準額× 0.87

37,958 3,164

第3段階 上記（第１段階、第２段階）以外の方 基準額× 0.70 59,045 4,921

第2段階
本
人
が
市
民
税
非
課
税

73,384 6,116

上記（第４段階）以外の方 基準額 84,349 7,030

基準額× 1.15 97,002

第8段階 本人の「合計所得金額」が年間210万円以上320万円未満の方 基準額× 1.50 126,524

8,084

第7段階 本人の「合計所得金額」が年間120万円以上210万円未満の方 基準額× 1.30 109,654 9,138

第6段階

本
人
が
市
民
税
課
税

本人の「合計所得金額」が年間120万円未満の方

10,544

第9段階 本人の「合計所得金額」が年間320万円以上400万円未満の方 基準額× 1.70 143,394 11,950

第10段階 本人の「合計所得金額」が年間400万円以上500万円未満の方 基準額× 2.10 177,133 14,762

第11段階 本人の「合計所得金額」が年間500万円以上600万円未満の方 基準額× 2.30 194,003 16,167

第12段階 本人の「合計所得金額」が年間600万円以上700万円未満の方 基準額× 2.40 202,438 16,870

第13段階 本人の「合計所得金額」が年間700万円以上800万円未満の方 基準額× 2.50 210,873 17,573

第14段階 本人の「合計所得金額」が年間800万円以上900万円未満の方 基準額× 2.60 219,308 18,276

第15段階 本人の「合計所得金額」が年間900万円以上1000万円未満の方 基準額× 2.70 227,743 18,979

第16段階 本人の「合計所得金額」が年間1000万円以上1200万円未満の方 基準額× 2.80 236,178 19,682

第17段階 本人の「合計所得金額」が年間1200万円以上1500万円未満の方 基準額× 2.90 244,613 20,385

第18段階 本人の「合計所得金額」が年間1500万円以上の方 基準額× 3.00 253,047 21,088

65歳以上の方の人数

※　世　　　帯・・・・・・・・　　　　原則として４月１日現在での住民票上の世帯。ただし、４月２日以降に市外から転入された場合や年齢到達で第１号被保険者になった
場合、その年度はそれぞれ、転入日・到達日現在の世帯となります。

合計所得金額とは、地方税法第292条第１項第13号に規定される金額（年金・給与・不動産・配当等の各収入金額から必要経費に相当
する金額を控除した金額の合計額）で、扶養控除や社会保険料控除などの所得控除を差し引く前の金額です。また、「合計所得金額」
は所得税や住民税の課税決定に用いられる「総所得金額等」とは異なり、土地・建物や株式の譲渡所得の場合は純損失・雑損失等の
繰越控除適用前の金額をいいます。なお、保険料の算定に用いる合計所得金額は、長期譲渡所得および短期譲渡所得に係る特別控
除額を控除した額となります。さらに、第1段階から第5段階までの方は、年金収入に係る所得を控除した額となります。
平成３０年度税制改正により、給与所得控除及び公的年金控除について見直しが行われましたが、介護保険料率の算定に影響や不利
益が生じないよう、所得指標の見直しを行いました。

税法上課税対象となる公的年金（国民年金、厚生年金など）の収入をいい、課税対象とならない年金（遺族年金、障害年金など）は含ま
れません。

明治44年4月1日以前に生まれた人などで、一定の所得がない人や、他の年金を受給できない人に支給される年金です。

＝


